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特集１／労働研究と公共性
労働研究の今日的課題
東北大学大学院経済学研究科教授　　
野村　正實
　東北大学の野村と申します。今回、この千葉大学の公共研究センターのプロ
ジェクトの一環として報告を頼まれたときに、率直に言いまして、「労働研究
と公共性」ということは大変に語りにくいテーマだと思いました。語りにくい
という理由は二つありまして、一つは、日本の労働関係そのものが公共性を語
りにくい構造だということ、つまり実態として日本の労働関係が公共性を語り
にくいようになっているということです。もう一つは、労働研究もその実態に
規定されて、あるいはその実態を反映するかのように、非常に語りにくい状況
になっていると思いました。そのために、私は、さしあたり今おこなっている
仕事に関連して労働研究について考えていることをお話することでいいのかと
問い合わせました。それで構わないということなので、非常に大雑把なタイト
ルなのですが、「労働研究の今日的課題」というタイトルで、なぜ日本の労働
研究、あるいは実態としての日本の労働関係が公共性を語りにくい構造なのか
ということについてお話したいと思います。
１．現在おこなっている仕事
　私が今おこなっている仕事というのは、『日本的雇用慣行―その全体像の再
構築―』というタイトルで本を書くことです。そのなかで、日本のいわゆる終
身雇用、年功賃金・年功制、それから企業内組合というものの全体像を、私な
りに再検討したいと思っています。私は、この作業を確実と思われるような事
実にもとづいておこないたいと思っていました。ただ、私が依拠できるような
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きちんとした研究というのは多くはないだろうと思っていましたが、実際に作
業を始めてみますと、きわめて限定されたものしかないと思わざるを得ません
でした。そうした日本の労働研究のあり方と日本の労働関係の実態というのが、
二つが手に手を携えて、日本の労働研究を非常な混乱に陥れている、あるいは
非常なmiserableな状態にしているというのが私の見解です。
２．実例：「ベースアップ」と「定期昇給」
　そのように言いましても、皆さんにはピンとこられないかもしれないので、
具体例として、ベースアップと定期昇給という言葉を取り上げて、これがどれ
ほど混乱した概念であるのかということを具体的にみていきます。ご承知のよ
うに、今現在、春闘の真っ只中であります。新聞でも、今年の春闘は経済の回
復を背景として、定期昇給だけではなくベースアップ分を取れるかどうか、と
いうような記事をしきりに書いています。
　しかし、新聞が使っている定期昇給とベースアップという概念は、きわめ
ていい加減です。そのいい加減さは、別に新聞やマスコミだけの責任ではあり
ません。専門家が書いているはずの辞書・辞典類からして混乱しているのです。
以下に、いくつかの辞典のベースアップの定義をそのまま引用しておきます。
これを読むと、日本のベースアップというものが日本の労働の専門家によって
どのように理解されているかということがわかります。
３．労働辞典における「ベースアップ」の定義
　第一に、大河内一男編『岩波小辞典　労働運動　第 2版』（岩波書店、1973年）
です。「個別企業の賃金支払総額を、従業員総数または組合員数で割った平均
賃金をベース賃金といい、これの引上げ幅をベース・アップという。第二次大
戦後の日本では、労使間の団体交渉で賃金水準を決める際、このベース賃金を
用いるのが慣行となってきた。」
　第二に、日本経済新聞社編『賃金用語辞典』（日経文庫、1978年）です。こ
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れですと、「労働力の特定の銘柄、すなわち、同一の学歴、年齢、勤続、能力、
職務にある者に対してその賃金を引き上げる措置をいう。これに対して昇給と
は、これらの銘柄の向上があった場合もそれを評価して行われる賃金増額であ
る。ベース・アップと昇給とを同時に行う企業が多いため、混同されることが
多いが、賃金管理上では明確に区分することが必要である。」この定義を理解
できる方がいましたら大したものだと思います。何が何だかよくわからない定
義です。しかも、「平均賃金」が出てきません。
　第三に、日本生産性本部労働部『労使関係用語の手引』（日本生産性本部、
1993年）があります。これはこのように解釈しています。「『賃金引上げ』と
いう意味と、『ベース・アップ方式』という意味の二つがある。基準内賃金
の引上げは、戦後の賃金・物価政策に重大な影響があり大きな課題であった
が、1946年末頃から、官公労を中心に予算単価引上げをベース・アップと呼
ぶことが定着した。厳密には、『賃金表の書き換え（across-the-board wage 
increase）』がベース・アップであって、年次昇給部分を含まない。一般にベース・
アップはその引上げ額又は引上げ率の平均値で示される。『ベース・アップ方式』
とは日本独自の『平均賃金引上げ方式』のことである。職種・年齢等で賃上
げ額は異なっているのに、その個々の異同をいわずに平均で済ませる。個別グ
ループ（年齢・勤続年数・学歴等のグループ）毎に、賃金引上げ額ないし最低
賃金水準や標準賃金水準を要求するのを個別賃金要求方式と呼び、ベース・アッ
プ方式に対置する。」ここでは、「ベース・アップ方式」の方で「平均賃金引上
げ」という言葉が出てきますが、「賃金引上げ」の方では出てきません。つまり、
事実上、異なった二つの定義がここに書かれています。
　第四に、日本経団連労働政策本部『人事労務用語辞典第 6版』（日本経団連
出版、2001年）という比較的新しいものに拠りますと、次のような解説になっ
ています。「和製英語で、賃金曲線上の昇給ではなく、賃金曲線（昇給曲線）
そのものを上に移動させ、賃金表を書き換える昇給のこと。経済や企業が成長
せず、インフレもなければ、賃金上昇は賃金曲線上の昇給、つまり定期昇給か
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昇格昇給しかなくてよいわけだが、経済や企業が成長して豊かになると、その
分の反映として、賃金全体の水準も引き上げられることになる。わが国にベー
スアップが定着したのは、所得倍増政策の時代からといわれる。」ここでは、「平
均賃金」という言葉はまったく登場しません。
　第五に、花見忠／日本労働研究機構編『人事・労務用語辞典』（日経文庫、
2001年）では、「賃金改訂分のうち、物価上昇分や従業員の生活向上分を目的
とした賃上げ分をいう。」とあり、ここには「平均賃金」も賃金曲線も出てき
ません。
　第六に、一番新しい、伊東光晴編『岩波現代経済学事典』（岩波書店、2004
年）では、次のように説明されています。「賃金表の書換えによる一斉賃上げ。
第 2次大戦後の日本では、インフレに対抗して実質賃金水準を維持するために、
労働組合は賃金の一斉引上げを要求した。日本の大企業や公務員には戦前から
定期昇給制度の慣行があって、毎年 4月に既定の賃金表・俸給表に従って従
業員の給与を引き上げる慣行があった。これに対して、既定の賃金表・俸給表
そのものの書換えによる一斉賃上げを、ベースアップ（ベア）という。」ここ
でも「平均賃金」という言葉は出てきません。
　ここで引用した辞書では、ベースアップが「平均賃金」の引上げであるとい
う定義と、賃金曲線上の引上げではなく賃金曲線そのものを上に引上げるとい
う定義と、「平均賃金」という言葉も賃金曲線という言葉も出てこないで定義
しようとする 3つに大きく分けられるかと思います。この 3つは明らかに違っ
ているわけです。しかも、ここに書かれていますベースアップの定義に関わる
説明は、多かれ少なかれ誤りを含んでおります。これは後で具体的に指摘しま
す。問題はなぜこのようなことになったかです。つまり、ベースアップ概念と
いうものが、「平均賃金」を引上げるのか、賃金曲線を上げるのか、あるいは
「平均賃金」とも賃金曲線とも関係ない賃上げなのか、なぜ労働の専門家の間で、
これだけ違っているのか、ということです。
　このようになってしまった根本原因は、現実にベースアップという言葉に
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よって、日本の経営者と労働組合が交渉している中身そのものに問題があり、
そして、その問題を労働研究者が分析もせずに自分勝手なイメージでベース
アップを論じている、という現状に起因しています。
　ベースという言葉が生まれたのは 1947年です。そして、ベースという言葉
からベースアップという用語が派生したのは 1950年です。その後で、ベース
アップという言葉が、様々な意味で混乱していきました。そのプロセスを具体
的にみると次のようになります。
４．戦前の「昇給」
　戦前には「昇給」がおこなわれていました。ホワイトカラーとブルーカラー
の双方に対して昇給がおこなわれていました。ホワイトカラーは基本的には月
給です。ブルーカラーは日給制です。戦前の日本では身分制というものがあり
まして、職工と職員の間には厳然たる身分的な格差がありました。したがって、
会社からの給付も、職員の場合には、給料とか俸給とか呼ばれ、職工の場合に
は、賃金と呼ばれていました。職員と職工にたいする給付がともに賃金と呼ば
れるようになったのは、第二次大戦後のことです。戦前において、賃金と言い
ますと、職工の賃金を指します。なお、戦後になりますと、労務者とか職工と
いう言葉は差別的な響きがあるということで、技能員という言葉に置き換えら
れていきました。
　職工になぜ昇給があり得たのかと言いますと、日本のブルーカラーの賃金
は日給というものだったからです。日給は、時間給ではありません。ヨーロッ
パの場合は、基本的に時間給です。つまり、時間当たりの単価が決まってい
て、それに働いた時間を掛けて、賃金が出されます。日本のブルーカラーの日
給というものは基本的に異なります。一日の拘束時間にたいして支払われるも
のなのです。どうしても、時間給的な 1時間当たりの給与を出したいときには、
日給を所定時間で割っているのです。それを時間給と称してきたのです。しか
し、もともと時間給があって、それに働いている時間を掛けて、日給が出てく
労働研究の今日的課題
30
るのではありません。ですから、日給は月給の小型版なのです。そのため日給
に昇給があり得たのです。つまり、時間給の wage rate（賃金率）を上げたと
いうことではなく、日給そのものを上げているのです。月給を上げたと同じよ
うに、日給を上げたのです。それが日本の戦前の昇給です。これが次第に定期
化していきます。
　戦前の昇給は基本的には積み上げ方式でした。積み上げ方式には、賃金表
なるものがありません。みなさんは国家公務員あるいは独立行政法人の方が多
いと思いますが、公務員や独立行政法人では何等給何号俸という賃金表があり、
そして毎年、号俸が上がって行きます。これが賃金表というやり方です。それ
に対しまして、積み上げ方式というのは、今私が月額 50万とすると、賃上げ
によってその 50万円に賃上げ分を積み上げるということになります。既存の
個々人の賃金に積み上げていくということです。戦前の大会社における昇給は、
基本的に積み上げ方式です。賃金表をもっていた大企業は存在していたかもし
れませんが、その数は少なかったはずです。そして、毎年全員に昇給が上がる
のではありませんでした。全体の 8割くらいに昇給させましょう、あるいは
こういう資格のある人に上げますといったように、会社が一方的に枠を決めて
支給するというのが、戦前の「昇給」のやり方でした。どれだけの額が上がる
のかというのは、もちろん会社の裁量でした。そして、その戦前の「昇給」と
いうのが戦争中にほぼ定期化し、全員に上がっていくという、定期的な昇給と
いうのが大戦中に一般化したと思われます。もちろん、戦前の段階にも王子製
紙のように、全員に「昇給」するというやり方をおこなっている会社もありま
した。しかし、それは数としては多くはないだろうと思います。一般的には全
員ではなくて、有資格者にだけ行われていました。
５．第 2次賃金統制令（1940年 10月 19日）
　「平均賃金」という言葉は、戦時統制令のなかではじめて登場しました。戦
争中の 1940年 10月 19日に第二次賃金統制令が発布されました。戦争中なの
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で、賃金総額を制限するということで作られました。もちろん、ここでの賃
金はブルーカラーの賃金です。ホワイトカラーの給与統制は別の形で行われて
います。この第二次賃金統制令の「賃金総額制限方式」はいくつかありますが、
そのうちの一つに平均時間割賃金による制限方式というものがあります。日給
にプラスして賞与、一時金あるいは臨時金などをぜんぶひっくるめて、「平均
賃金」を出してそれをトータルで規制するというものでした。制限されるのは
「平均賃金」であり、個々人がどれだけ上がるのかは会社の裁量に任されるの
です。つまり、「平均賃金」・賃金総額をコントロールしたということです。そ
のなかの分配は会社が勝手に行うというのが、第二次賃金統制令です。このよ
うな「平均賃金」の考え方が戦後に尾を引くわけです。
６．官公庁の「1600円水準」（1947年 5月 7日）
　戦後に官公庁が非常に重要な役割を果たします。ここでいう官公庁というの
は、国鉄とか郵政の現業職員とか、いわゆる三公社五現業といった部分をぜん
ぶ含んでいます。1949年に人事院ができるまでは、1946年に嫌がる大蔵省に
無理やりつくらせた大蔵省給与局が官公庁の労働者全部を担当しました。その
ために、官公庁の労働者・職員について、大蔵省給与局が大きな役割を果たし
ました。
　1947年 5月 7日に大蔵省給与局と全官公庁労働組合が「1600円水準」で
同意しました。この「1600円水準」は、別の言葉では「基準労働賃金 1600円」
と表示されています。基準労働賃金というのは、官公庁の賃金構成表という
ものがありまして、俗にいう賃金体系のことですが、そこで言われるものです。
基準外賃金を含まないという意味で、「基準労働賃金1600円」と言いました。「平
均月収 1600円」とも言っています。したがって、1947年 5月の官公庁の段
階では、「1600円水準」、「基準労働賃金 1600円」あるいは「平均月収 1600
円」というものがあったわけです。実は、この前に「1200円水準」、さらにそ
の前には「600円水準」というのもあるのですが、そこまで入れますと、話が
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もっと複雑になってしまいますので、そこまで含めません。とにかく、官公庁
に「1600円水準」の賃金があった。
７．「新物価体系」（1947年 7月 5日）
　「1600円水準」が 5月 7日に合意した２ヶ月後、「新物価体系」が発表されます。
新物価体系で物価をコントロールしたいということです。物価をコントロール
するために、当然、コストの一部である賃金もコントロールしなければなりま
せんので、賃金水準をどの程度の目途とするか計算することになりました。新
物価体系のなかで賃金水準をどのくらいにするか計算するために、「工業総平
均賃金」、「平均賃金 1800円水準」、「工業平均賃金」、あるいは「工業総平均
月 1800円」といった表現で、経済安定本部が新物価体系を発表しました。
８．「ベース」、「ベースアップ」の登場とその曖昧さ
　ベースアップという言葉の基になった「ベース」という言葉は 1947年 9月
には確認できます。産別会議の機関誌や他の若干の資料から、「1800円水準」
が「1800円ベース」と呼ばれるようになったことが確認できます。誰が最初
に使ったのかはわかりません。ひとたび「1800円ベース」という言葉が使わ
れると、新物価体系発表の２ヶ月前の全官公庁の「1600円水準」までもが「1600
円ベース」と遡って呼ばれるようになりました。そして、このベースという言
葉の誕生とともに、全官公庁労働組合側は「賃金ベース改訂」要求をおこない
ます。全官公庁の 1948年の 3月闘争のときには、まだベースアップという言
葉は出てきていません。毎年、というか当時は 1年に何度も賃上げ交渉があ
りましたから、そのなかで 1950年にはじめて「賃金ベース改訂」がベースアッ
プといわれるようになりました。したがって、ベースアップというのは「賃金
ベース改訂」のことです。語源からは、「平均賃金」の改訂がベースアップと
いうことになります。
　語源が明らかになることと、その概念が明確になることとは別の事柄です。
千葉大学　公共研究　第３巻第３号（2006 年 12 月）
33
「ベース」という言葉が誕生した時点ですでに概念が二つの意味で曖昧でした。
　一つの意味は、ここでいう「平均賃金」に含まれる「賃金」というのは何な
のかということです。当時の物価庁の説明では、「平均賃金 1800円水準」に
含まれる賃金項目は次のようでした。
この平均賃金の中には従来実物給与を受けていただけは金額として含まれ
ているのである。このほか現在の給与形態は非常に複雑で色々な名義で手
当類が出ているが、これらはすべてこの「平均賃金」の中に入っている。
又賞与についてもそれが企業の経常的費用として生活補助的な意味で支払
われている年末季未賞与のようなものはこの平均賃金の中に入っている。
このことを裏からいえば、時間外労働に対する賃金は含まれないし、又法
定福利費や通常の福利厚生施設費は福利厚生費として別に認めることとし
ている。（大宮五郎「暫定業種別平均賃金について」物価庁［1947］『昭
和 22年新価格体系設定に関する資料集』物価庁、63）
　つまり、「1800円水準」のときの「1800円ベース」というこのベースの中には、
実物給与――つまり非貨幣的な給与――と賞与も入っている。しかし福利厚生
は除いている。これが「1800円水準」の「ベース」なのです。ところが、「1800
円ベース」の 2ヶ月前に大蔵省給与局が出した「1600円ベース」のベースは違っ
ていました。「1600円ベース」には賞与は入っていません。福利厚生費は入っ
ています。そういうものです。したがって、同じく「ベース」と言っても、「1800
円ベース」に含まれている賃金項目と「1600円ベース」に含まれている賃金
項目とは違っていたわけです。そういう曖昧さがありました。
　したがって、それぞれの個別企業が、うちのところのベースはこれだけです
よ、というベースに、どの賃金項目が含まれていて、どの賃金項目が含まれて
いないか、わかりません。つまり会社ごとの「ベース」を比較しても、無意味
だということになります。
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　「ベース」概念があいまいだという第二の意味は、「平均賃金」とは何かにつ
いて、まったく違う考えが存在したということです。「1800円水準」はいま引
用しましたように、賞与を含め、福利厚生費を除いて、支払った金額を従業員
数で割ったものです。どのような賃金項目を含めるのか個々のケースごとに違
うとしても、とにかく含めた賃金項目の総額を従業員数で割ったものが「平均
賃金」、つまり「ベース」だという考えです。ところが、もう一つ全然別個の「平
均賃金」という考え方があったのです。当時の大蔵省給与局長の今井一男さん
が次のように報告しています。
或る会社の賃金ベースとは、その会社の平均年令、平均扶養家族数、平均
学歴、平均勤続年数、平均地域別に当る者の給与を示すものだという風に
一般に理解されているからである。深く考えないで常識的にそう思い込ま
れてしまっているのである。そこで普通行われる方法は、この平均年齢や
平均扶養家族数などをからみ合わせて、そういう条件を具えた者の生計
費を算出し、これを基礎にして平均賃金を弾き出すのである。（今井一男
［1949］『今日の給与問題』雇用問題研究会、171）
さらに、今井さんはこう言っています。
かようなことは結局ベースそのものの本質に対する誤解から来ている。平
均年令、平均扶養家族数、平均学歴、平均勤緯年数、平均地域別といった
ものを基礎とし、これに当る者の生計費乃至は賃金を算出したものがベー
スだと思込んでいるからである。しかしこれは一般の通例であるのみなら
ず、中央労働委員会の電産調停案などもそうであり、全官公職員の臨時給
与委員合もその筆法をとっている。お恥づかしい次第であるが、昨年（1947
年――野村）５月、全官公の 1,600円ベース決定の際には、大雑把とはい
いながら、私自身大体この方式によつたのである。尤も臨時給与委員会に
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おいては、こういつた間違いを重ねたくないと思つて大いに主張したので
あるが、一委員の賛成を得たのみで少数否決されてしまつた。（今井［1949］
174）
　全官公庁で今井さんが責任をもって提出した「1600円ベース」というのは、
平均的従業員、つまり従業員の中で年齢・学歴・扶養家族数というものの平均
的な人間をとって、その人間の生計費を「平均賃金」だとしたのです。後に「1600
円ベース」と呼ばれる「1600円水準」というのは、そういう考えで出したと言っ
ているのです。
　つまり「ベース賃金」・「平均賃金」についてまったく違った二つの考えがあ
りました。一つは、賃金の大部分――全部とは言いません――を従業員総数で
割ったものを「平均賃金」というものです。もう一つは、従業員の属性を調べ
て、その中で一番平均的な人間をとって、その従業員の生計費を計算したもの
です。今井さんの証言では、全官公庁だけではなく、中央労働委員会（中労委）
もこいう意味で「平均賃金」を理解していた。したがって、ベース賃金という
言葉ができた時点で、まったく違った「平均賃金」の考え方があって、その二
つとも「ベース賃金」という言葉で通っていたということです。それぞれの会
社でおこなわれた「賃金ベース改訂」交渉が、どちらの意味で交渉されていた
のか、わかりません。
９．中労委の電気事業賃金調停（1954年 3月）
　誕生の時点ですでにあいまいであった「ベース」という概念は、その後、さ
らに複雑になっていきました。1954年 3月に中労委は電気事業賃金調停案を
出しました。中労委は、組合側の「ベースアップ」要求について、「経済情勢
の転換期に立って、将来に幾多の不確定な要因をもっている現在、従来の形そ
のままのベースアップを考えることは困難と思われる」とした上で、次のよう
に調停案を出しました。
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昭和 29年４月以降新に電気事業に定期昇給制を実施すること。但し、今
回の昇給原資は、前文の趣旨に鑑み特に現行基準賃金の 6％とし、その
50％（462円－ 15,400円ベースに対し）を本人給の増額に当てる措置を
とること。（「電気事業賃金調停の全貌」『中央労働時報』1954年 5月号、
12）
　中労委がこの調停案を出す前に、先ほど説明したように、すでにベースアッ
プの概念は一義的ではありませんでした。そこに、今度は中労委が、ベース
アップはできない、定期昇給をおこなえ、昇給原資は現行基準賃金の 6％にせ
よ、と言ったのです。この 1954年には、電気事業賃金調停に引き続いて、私
鉄と全日通に対して、厳密に言えばやや違うのですが、似たような表現で似た
ような調停案を出しました。問題は、中労委がベースアップとは何か、定期昇
給とどう違うのか、いっさい説明しなかったことです。この時期の『中央労働
時報』を見て、藤林敬三さんとか当時の主要な中央労働委員、この調停案を作っ
た張本人たちが何を考えていたのか調べましたが、彼らはベースアップと定期
昇給はどう違うのかについて何も言っていません。彼らが明確な考えを持って
いたか、きわめて疑わしいのです。それにもかかわらず、ベースアップは困難
だ、定期昇給をやれ、と電気産業に対して言ったのです。これが 1954年のこ
とでした。
10．日経連の trickyな「定期昇給」概念
　ベースアップは困難だ、定期昇給だ、という中労委の調停案に大喜びしたの
は日経連でした。日経連は、これからはベースアップはおこなわない、中労委
が言うように定期昇給だけでいく、と言いはじめました。ところが、中労委は
ベースアップと定期昇給の違いについて何も言っていない。日経連は、ベース
アップはできない、定期昇給だ、と主張するために、ベースアップと定期昇給
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はどこが違うのか、説明しなければなりませんでした。そこで、日経連がまず
出してきたのが、次のような考え方です。
　定期昇給とは、「労働者の職務能力とその発揮度の上昇に対応して個々の労
働者の賃金序列を修正する目的で、一定の査定基準に基いて定期又は臨時的に
定額制の給与の基本的部分の調整増額を行い、併せて労働者の標準的な生活費
の保障を考慮しようとする方式を制度化したものである。」（日本経営者団体連
盟事務局［1954］『昇給制度―その理論と実証的考察―』日本経営者団体連盟
弘報部、5）
　これと対になったベースアップの概念は、「経営的基礎の有無に拘わらず全
員一律に労働者の生活水準向上のために行う賃金増額」（同上、7）というも
のです。しかし、ベースアップを「経営的基礎の有無に拘わらず」と定義する
のは無理がありました。しかも全員一律かどうかというのも会社によってずい
ぶん違いがありましたので、これも無理がありました。この定義に無理があっ
たために、日経連はすぐに別の定義を用意しました。
　別の定義では、昇給制度は「新旧入退職者の労務費の差額に見合う昇給率
により、企業の負担能力の向上なくして、ほぼ一定の労務費総額の下において、
昇給曲線による昇給を、永続的制度として成り立たしめている」（今村久壽輝
［1954］「昇給とベースアップの原理」『経営者』1月号、58）というものです。
つまり、労務費の総額は変わらない、当然辞める人間がいるわけですから、辞
めた人の賃金部分を使って、個々人の賃金の上乗せを図りましょう、というこ
とです。したがって、辞めた人の労務費の分を回しているだけのものですから、
労務費は変わりません、というのが昇給制度です、というのです。それに対し
て、ベースアップは、「初任給も上るし、初任後から停年までの間の各時点に
おける昇給曲線から導かれる賃金を、それ以上の新たな水準に引上げる」（今
村［1954］、58）というものです。冒頭で私はベースアップ概念についていく
つかの辞書を紹介しました。そのなかで、ベースアップとは昇給線を上に上げ
ることである、という定義を採用している辞書がありました。その出所は、こ
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こにあります。ここで初めて、「平均賃金」の引き上げとは全然違って、昇給
曲線を上げるという意味でのベースアップという概念が登場しました。
　問題は、なぜ日経連は「ベースアップ」という用語を、それまでの「平均賃
金」の改訂という内容から離れて、昇給曲線の上方シフトだ、と言ったかにあ
ります。「平均賃金」の改訂がベースアップであるということは、もちろん日
経連は百も承知でした。そして日経連は、ベースアップを昇給曲線の上方シフ
トと定義することは無理だとわかっていました。日経連の調査によっても、こ
の時点で昇給曲線、基本的には賃金表の書換えなのですが、賃金表の書換え
をおこなっている会社は 1割ちょっとしかなかったのです。大企業のなかで 1
割ちょっとしかない。ですから、大会社の圧倒的部分はこの定義では、ベース
アップをおこなっていないことになる。
　じつは、日経連は昇給とベースアップが区別できないことをよく知っていた
のです。
一般に昇給はベース・アップに対立した概念としてしばしば用いられてい
るが、実際はそれほど明確な区分をすることはできない。即ち巷間指摘さ
れているベース・アップと昇給の差はベース・アップが適用対象を全労働
者とし一斉に適用されるというに対して昇給は個々の労働者を対象とし賃
金序列の修正を意味するとしているが、広義の昇給には初任給の引上げを
伴う一斉昇給が含まれ、これはベース・アップと同意語で両者間の本質的
区分はできない。又人事考課の採用をもって異質性の主張をなすがこれ又
ベース・アップが配分の際人事考課による査定を全く否定しえない点をみ
ても明らかであろう。（関東経営者協会賃金委員会「定期昇給制度に対す
る一考察」『経営者』1954年 9月号、73）
　昇給とベースアップが区別できないことを知っていたにもかかわらず、昇給
曲線を持ち出したのは、非常に trickyな考え方によるものでした。次のよう
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に述べています。
定期昇給というと自体は「定期に行われる昇給」と「定期昇給」としての
概念の二つに分けることができる。即ち「定期に行われる昇給」という場
合は単に昇給が定期的に行われるということでありその内容となる昇給は
既に述べた通り極めて弾力あるものである。これに対してわれわれが今後
提唱せんとする後者の「定期昇給」の場合は賃金体系とその配分の具体的
結果を表示する賃金格差の一表現即ち基準線維持とその変更の二つに区分
した場合において基準線の変更を行わず個々の労働者の賃金の査定替えを
定期的に行う制度であると規定することができる。いいかえれば基準線と
は企業内に具体化された賃金格差の一表現であるが、時間の推移に伴う従
業員の新陳代謝によって賃金格差形式の諸要素の個々の労働者への適用が
異なってくるので、これを一定の時期に修正し従来の賃金格差を維持しよ
うとする制度であるということができる。従ってベース・アップとも「定
期に行われる昇給」とも内容を異にした制度であり、現代的課題ないしは
実践的役割を以って登場してきた定期昇給制度の本質はここに求められる
べきものと考えられる。」（関東経営者協会賃金委員会「定期昇給制度に対
する一考察」『経営者』1954年 9月号、73-74）
　つまり、従来おこなわれてきたのは「定期に行われる昇給」であって、「定
期昇給」ではない、というのです。日経連は、「定期昇給」制度をつくるため
には、賃金曲線をつくらなければならない、そのためには従来のような積み上
げ方式はやめて、賃金曲線をつくり、それに基づいてきちんとした賃金管理を
おこなおう、という政策提言をおこなったのです。
　しかし、このように「定期に行われる昇給」と「定期昇給」は違うという説
明は明らかに trickyな話です。日経連のような大きな影響力を持つ団体がこ
のように主張したため、以後、昇給曲線の上方シフトが「ベースアップ」で、
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既存の昇給曲線に沿った個々人の賃上げが「定期昇給」だ、という考えが広ま
りました。日経連がしきりに強調したのは、このように賃金曲線をつくってそ
の賃金曲線を維持するのは会社の主体性である、ということでした。明示的に
は言わないのですが、定期昇給というのは会社が一方的にやるものであるとい
うことをにじませているわけです。
11．総評の「定昇制打破」
　組合側は、総評と全労とは若干違うのですが、総評を例にとりますと日経
連による定期昇給の提唱に強く反発します。それで、「定昇制打破」がスロー
ガンになります。総評が「定昇制打破」という場合の「定昇制」の意味は、日
経連の「定期昇給」と基本的に同じです。日経連の trickyな「定期昇給」定
義を受け売りしています。日経連の「定期昇給」定義は、trickyではあっても、
その意図はわかります。しかしなぜ総評がこうも簡単に日経連の定義を受容し
たのか、私は理解できません。
12．ベースアップ概念の混乱
　以上がベースアップと定期昇給の概念の歴史です。結果として、辞書・マス
コミ・研究者の間で、ベースアップの概念が混乱することになりました。
　具体的にどれくらい混乱しているのかを示すために、各辞書のベースアップ
定義の誤りを指摘しておきます。
　まず、大河内編『岩波小辞典　労働運動　第 2版』は、「個別企業の賃金支
払総額を、従業員総数または組合員数で割った平均賃金をベース賃金といい、
これの引上げ幅をベース・アップという」とありますが、「個別企業の賃金支
払総額」ではありません。たとえば大蔵省の「1600円ベース」ですと、賞与
や基準外賃金は入っていませんので、支払総額ではありません。「1800円ベー
ス」でも、賞与は入っていますが福利施設費は入っていませんので、「賃金支
払総額」ではありません。
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　次に、日経新聞社『賃金用語辞典』ですが、これはおそらく個別賃金要求
という春闘のなかで出てきた要求の仕方の一つを解説したのだろうと思います。
春闘における個別賃金要求という要求の仕方の一つを、即ベースアップという
ように見ることは、もちろん間違っています。
　日本生産性本部労働部『労使関係用語の手引』では「基準内賃金の引上げ」
と書いてありますが、一般に「ベース賃金」には基準内賃金という概念はあり
ません。「1946年末頃から、官公労を中心に予算単価引上げをベース・アップ
と呼ぶことが定着」とありますが、定着していません。1947年 9月頃からベー
スという言葉が出てくるのですから、この記述には確証がありません。「賃金
表の書き換えをベースアップ」ということは、さきほど申しましたように、日
経連が 1954年に提唱したベースアップと「定期昇給」の違いをそのままここ
に持ってきたもので、したがって現実におこなわれたベースアップのことを
言っているのではありません。
　日本経団連労働政策本部『人事労務用語辞典第６版』の、ベースアップとは「賃
金曲線そのものを上に移動させ」ることである、という定義は、1954年の日
経連の政策的提言をここに無理やり引っ張ってきただけです。また「平均賃金」
という言葉が入っていないので、間違いです。さらに「ベースアップが定着し
たのは、所得倍増政策の時代からといわれる」とありますが、所得倍増政策は
池田首相ですから、1960年からです。ところが、「ベース改訂」闘争は 1948
年から、「ベースアップ」闘争は 1950年からおこなわれています。したがって、
この記述は明白な誤りです。
　花見忠／日本労働研究機構編『人事・労務用語辞典』の「賃金改訂分のうち、
物価上昇分や従業員の生活向上分を目的とした賃上げ分をいう」というのも、
「平均賃金」が出ていませんので、これも誤りです。
　『岩波現代経済学事典』では、「賃金表の書換えによる一斉賃上げ」という定
義をしています。これも「平均賃金」について触れていないので、誤りです。
さらに、「戦前から定期昇給制度の慣行があって、毎年 4月に既定の賃金表・
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俸給表に従って従業員の給与を引き上げる慣行があった」というのも間違いで
す。『従業員待遇法大鑑』という 2000ページを超える内部規定を集めた事例
集がありますが、それをみますと、ほとんどの会社で昇給は 6月か 12月にお
こなわれています。したがって、「毎年 4月」ということには実証的根拠があ
りません。さらに、「既定の賃金表・俸給表」というものもありませんでした。
基本的に積み上げ方式でした。
13．会社の private issue としての賃金
　労働の専門家が書いたはずの「ベースアップ」という用語解説を例に、どれ
だけ混乱しているのかを見ました。なぜこのようになったのかということです
が、一番大きな理由として、次のような実態があるからです。これだけベース
アップ・定期昇給という概念が混乱しているにもかかわらず、個別企業で実際
に労使が賃金交渉をおこなうときに何も混乱していないのです。概念は混乱し
ているにもかかわらず、実態が混乱していないのです。それが日本の賃金の特
色です。
　日本の賃金は、徹頭徹尾、個別企業のなかの private issueだということです。
ここのプログラムに関連して言えば、公共性がないということになります。
　よく日本の賃金の特色としていくつかの点が指摘されています。たとえば、
ヨーロッパは職務給で仕事に職がついているのに対し、日本は属人給である、
というものです。それに関して、非常に優れた研究があります。それは、中西
洋さんが中心になって 1990年前後におこなった「給料袋の国際比較」という
プロジェクトです。ディスカッション・ペーパーとして研究がまとめられまし
た。しかし、なぜか中西さんはこの研究は気にいらないといって広く配布しま
せんでした。まして、その研究を活字論文や本の形で発表しませんでした。そ
のために、この研究を知っている人はごく限られています。この研究はじつに
面白いものでした。日本・中国・韓国・ドイツ、フランス、イタリア、イギリ
スの自動車企業を選定して、その実際の給与表をもってきて、それぞれの給与
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表の項目がどのようにして決まるのかということを克明にフォローしたもので
す。
　それによりますと、日本の賃金は属人的でヨーロッパの賃金は職務給だとい
うのはプジョーによって否定されています。フランスのプジョー社は属人給で
す。さらに、日本の賃金は基本給の他に諸手当が多くついており、諸手当が中
心になっているとの感想をいだかせるほどの諸手当が多い賃金だと言われます
が、これもイタリアのフィアット社を見ますと手当が多くついています。日本
の賃金は諸手当が多いからそれが日本の賃金の特色だということも否定されま
す。中西さんがそう言っているわけではないのですが、中西さんの研究報告を
読みますとそのような結果になります。最終的に日本の賃金の特色はどこにあ
るのかというと、中西さんの研究報告を読む限り、日本の賃金というのは徹底
的に個別会社内の private issueである、ということではないかと思うのです。
　たとえば、フィアットの賃金協約には、地域の経営者団体の代表まで参加し
ています。もちろん、労働組合、金属産業労働組合は外にあるわけです。した
がって、経営者あるいは労働組合のいずれの側にしても、全国レベルの協約あ
るいは地域レベルの協約というのがベースになって出てきています。その限り
で言いますと、ダイムラー・ベンツとかプジョーにしましても、全国協約ある
いはローカルな協約に拘束されています。最終的に、もちろんあれだけ大きな
会社ですから、フリンジ・ベネフィットを含めて個別企業での決定になるので
すが、少なくともナショナルなレベル、あるいはローカルなレベルでの公的な、
パブリックな意味での規制を受けています。
　日本はそうではありません。徹頭徹尾、個別企業内の交渉で賃金にかんする
ことを決めています。企業内で賃金交渉をするとき、どのような賃金項目をど
う交渉するかについて、労使のお互いがよく知っているわけです。しかしひと
たび会社の外に出ますと、自分たちが会社のなかで何をどう交渉しているのか
説明する用語がないのです。個々の企業内では何をどのように交渉しているの
かクリアーなのですが、一歩外に出ますとそれを共通に説明する用語がないの
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です。
　ある種のイデオロギー対立が強かった1960年代までは、組合側がベースアッ
プを要求すると、会社は定期昇給を話し合いましょうと言うわけです。そして、
決着したものについて、組合側はベースアップを勝ち取ったと発表し、会社は、
定期昇給は今年はいくらと決まりましたと流しました。それで、双方事なきを
得ていました。そうして、全体として、共通の定義、あるいは皆が納得するよ
うな定義がない労働用語がまかり通るようになってしまいました。
14．研究史の問題
　こうした混乱の原因のもう一つは研究史に関係しています。時間がありませ
んので、ごく大雑把にいいますと、実証なき story-makingとしての労働研究
があったと思います。
　戦後におけるその代表が大河内さんでした。かの有名な出稼型論を展開した
のが、大河内一男［1950］「賃労働における封建的なるもの」（東京大学『経
済学論集』19巻 4号）でした。この論文には実証的根拠について注一つあり
ません。実証的な根拠をいっさいあげることなく、ひたすら文章を書き継いで
います。女工がいた、女工は出稼ぎだ、男もそうだ、不況の襲来とともに工場
から農村に帰る、というような論理で出稼型論を構成していきました。たとえ
ば、不況の時に本当に工場から農村に帰ったのか、それを示す実証的根拠はまっ
たく掲げられていません。ここには実証の精神なき story-makingがあります。
それが戦後日本の労働研究のひとつの出発点でした。
　戦後労働研究のもう一つの流れは、氏原正治郎さんの労働問題研究でした。
1955年に氏原さんが大河内一男著『労働問題』という題名の本にはさまれる
短い栞を書きました。そのタイトル「社会政策から労働問題へ」が一種のスロー
ガンとして有名になりました。余談ですが、氏原さん本人は、この言葉が有名
になって困ったよ、と言ったことがあります。氏原さんの弁によると、あの栞
は大河内さんの『労働問題』という本の栞だった、本の売上に寄与しようと思っ
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てあの「社会政策から労働問題へ」という文章を書いたのだ、とのことでした。
氏原さんは「社会政策学者」への敵対心を持っていたので、「社会政策から労
働問題へ」というスローガンは氏原さんの本心だったと思います。ただ、実際
にあの文章を書いたきっかけは、氏原さんの言ったとおりかもしれません。
　余談はともかく、氏原さんが「社会政策から労働問題へ」と言ったときの、
労働問題、労働問題研究は、基本的に労使関係研究でした。氏原さんは一方で
社会政策から労働問題研究へ、と主張し、他方で自分は労働問題研究の経済学
を仕事にしている、とも言っていました。そのこともあって、氏原さんの次の
世代が大きく二つのグループに分かれました。
　氏原さんの次を継いだ世代は、兵藤さんを含む 1930年代前半生まれの人た
ちです。一つのグループは、労働問題研究だ、つまり問題の研究だ、と考えま
した。労働問題研究は、日常的な労使関係だけでなく、階級対立を含む労資関
係を分析しなければならない、と主張しました。このグループは実証研究を重
視したものですから、信頼できる実証研究を残しました。しかし、あくまでも
労使・労資関係に関する実証研究であり、それ以外の分野についてはきわめて
手薄でした。1970年代に日本経済がオイルショックで転換した後、期待して
いた労働運動の活性化が起こらないどころか、企業内組合がますます企業内化
し、労働組合あるいは労働運動による社会変革の可能性がまったくといえるほ
どなくなってしまいました。それとともに、このグループは研究の方向性を見
失ってしまいました。
　もう一つのグループは、氏原さんの言った労働問題の経済学というスロー
ガンのうち、経済学という部分を重視しました。代表的には小池和男さんです。
第一次オイルショックのあと、労資関係派が方向性を見失っていったのと正反
対に、経済学派は急速に影響力を強めました。このグループは熟練や賃金につ
いてさかんに論じ、オイルショック以後の日本経済の強さを大変うまく説明し
たかのように見えました。問題は、この経済学派は、実証なき story-making
の伝統を引き継いでいたことです。きちんとした実証をおこなうことなく、表
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面的な印象を「様式化された事実」（stylized facts）と称し、それをいかに経
済学的にスマートに説明するかという方向に走ったのです。
　結局、研究が蓄積されたのは労働組合や労使関係の分野がほとんどで、賃金
や労働市場など労働研究の他の重要な研究分野では依拠するに足る研究がほと
んどないというのが現状です。
　以上が、「労働研究と公共性」を語りにくい理由です。混乱した労働用語、
限られた研究蓄積。「労働研究と公共性」を労働研究者が語ることができるよ
うになるには、長い道のりが必要ではないか、と思っています。
